
（別紙様式４－２）                                                     （特別支援学校用） 

熊本県立松橋支援学校学校 令和７年度（２０２５年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
一人一人の個性を大切にし、きめ細やかで専門性の高い教育活動を通して、自立と社会参加に向け

て、豊かな人生を切り拓く児童生徒を育てる。 

 

２ 本年度の重点目標 

（１）安全・安心で優しい教育環境づくり 
・児童生徒が安心して学び、生活できる教育環境の整備（危機管理体制の構築、安全教育・健康教育の推
進） 

・自尊心を育み、相手を思いやる豊かな心の育成と人権教育の充実 

（２）可能性の伸展と一人一人が輝く授業づくり 
・肢体不自由教育校及び寄宿舎設置校として魅力溢れる特色ある学校づくりの推進 

・自立活動の充実（適切な実態把握に基づいた系統的な授業づくり）と積極的な ICT 活用による学習支援

の工夫 

（３）自立と社会参加につなぐ教育活動と共生社会の実現をめざした教育の推進 
・豊かな人生を送るためのコミュニケーション力（気持ちを伝える力）の育成 
・集団での学習経験と障がい者理解を促進するための交流及び共同学習並びに居住地校交流の推進 

（４）特別支援教育の充実、家庭・地域の教育力向上 
・子どもたちが安心して暮らせる社会にするための家庭・地域支援 

・幼児教育施設や小・中・高等学校への巡回相談や研修会等を通した地域の特別支援教育の推進 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

学校 
経営 
 

経営方針
の具現化 
 

本年度重点
目標の達成
に向けた組
織的な取組 

本年度重点目標に
係る分掌部の課題
を解決する。 

・目標、進捗状況及
び成果の確認・共有
のため、関係職員に
よるコア・ミーティ
ングを実施する。 

Ａ ・コア・ミーティングを
適宜開催することで、職
員の意見を反映した課題
解決につなげることがで
きた。 

業務改善 
働き方改
革 
 

事務処理及
び授業準備
時間の確保 

特に、時間外勤務
時間が多い職員に
ついては、一人当
たり平均で年間６
０時間の時間を確
保する。 

・非常勤講師、実習
教師、特別支援学校
サポーター、教育業
務支援員の役割分担
表を作成し、全職員
で共有を図る。ま
た、定期的に見直
し、改善を図る。 

Ａ ・非常勤講師等の役割分
担表に基づく業務の遂行
と必要に応じた学部間の
役割調整で、教員が授業
準備等に充てる時間を捻
出することができた。そ
のため、時間外勤務時間
が昨年度より月平均８５
時間の削減となった。 

業務推進の
効率化 

ＩＣＴを活用した
確実で、より効率
的な情報伝達の方
法を確立する。 

・Google Chat 及び
Googleカレンダーの
活用を推進する。 
・ゆうネット等、各
種情報共有ツールの
特色を生かした活用
の推進を図る。 

Ａ ・連絡や情報共有等を G
oogle Chat 等を活用す
ることで、職員一人あた
り月平均２時間５０分の
業務時間短縮につながる
とともに、職員の９５％
が業務が改善されたと実
感している。 
・一方で、情報量が多く
把握しきれないなどの意
見も上がっている。今後
も引き続き、効果的な活
用について模索していく
必要がある。 

授業 
の充実 
 

自立活動
の充実 
 
 

自立活動に
おける妥当
性のある目
標設定 

自立活動の目標設
定の過程を検討す
る取組（３年間）
の３年目として、
目標設定の取組の
意義や方法などの
定着を図る。 

・学級ごとに事例を
挙げ、取組の意義や
方法を検討する。 
・会議の記録やアン
ケート調査を基に検
討する。 

Ｂ ・専用のシートに沿って
実態把握をしたり、課題
関連図の作成をしながら
中心的な課題を導き出し
たりすることで、根拠あ
る指導目標や指導内容の
設定をすることができ



た。 
・会議の内容をマニュア
ル化したことで、複数の
教師で検討するシステム
の構築を図ることができ
た。 
・自立活動の目標設定の
際に各教科等との関連を
図ることが不十分であっ
た。実態把握の際に学習
上の困難について押さえ
る必要がある。 

授業の実践
を支える取
組 

授業づくりを支え
るための取組を企
画・実践する。 

・学部研や教育座談
会では、授業につい
て動画を基に意見交
換を行う。 
・Google Chat によ
る情報交換「まつし
ルーム」を通して授
業実践の報告や感想
等のやり取りを行
う。 
・研究授業や授業参
観週間を計画し、実
際に授業を見合って
意見交換する機会を
設ける。 

Ａ ・動画をもとにした話し
合いを通して、活発に意
見交換を図ることができ
た。 
・「まつしルーム」に投
稿する教師が固定化され
ていたものの、まとめの
時期には、ほとんどの児
童生徒の授業の紹介をす
ることができた。 
・授業参観週間を全学部
設定したことで、他学部
の様子を知る機会になっ
た。 

まとまり
のある教
育課程 
 
 

児童生徒の
実態に応じ
た小中高の
系統性のあ
る教育課程
の編成 

教育課程編成の根
拠となる各教科等
の年間指導計画の
整理と見直しを行
う。また、年間指
導計画を教育課程
編成の根拠として
活用する。 

・各学部で作成して
いる年間指導計画の
整理を行い、活用を
推進する。また、教
育課程検討委員会で
教育課程編成の根拠
として年間指導計画
を活用し、小中高の
系統性のある教育課
程を検討する。 

Ａ 
 

・授業カレンダーや年間
指導計画をもとに現在の
授業時数の過剰分を見直
したことで次年度はより
標準時数に近い教育課程
を編成できた。また次年
度、新たな事務整理の時
間を追加する等職員の負
担軽減につなげた。 
・学校全体や各学部の課
題に対する改善案を教育
課程検討委員会等で提案
し、今後の松橋支援学校
に在籍する児童生徒の学
びを保障する教育課程の
編成を行った。 

個別の教育
支援計画、
個別の指導
計画及び各
教科等の年
間指導計画
におけるＰ
ＤＣＡサイ
クルを意識
した運用方
法の検討・
改善 

賢者システムを使
用した個別の教育
支援計画、個別の
指導計画等の円滑
な運用を推進す
る。また、学校全
体でＰＤＣＡサイ
クルを意識した運
用方法を検討す
る。 

・賢者システムの運
用方法と教務関係書
類の作成スケジュー
ルを示し、ＰＤＣＡ
サイクルを意識した
学校全体での運用方
法の提案を行う。ま
た、職員のニーズ等
を踏まえながらそれ
らの精査を行う。 

Ｂ ・賢者システムの運用や
教務関係書類の作成スケ
ジュールについて適切な
時期に職員への周知を行
い、職員のニーズに合わ
せた改善を行った。 
・個別の指導計画（後期
目標・手立て）の入力〆
切を次年度は前期評価と
ともに作成できるよう、
9 月末〆切とする。 
・賢者システムでの指導
要録作成において、電子
押印をするかどうかの検
討課題が残った。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

希望する
進路の実
現する進
路指導 
 
 

自己理解の
ための進路
学習の充実
と希望する
進路に沿っ
た現場実習

進路面談や拡大サ
ポート会議で進路
の希望を把握す
る。また、関係機
関と連携して現場
実習先の開拓を行

・現場実習や進路学
習を通して自己理解
を促す。 
・新入生全員の拡大
サポート会議を実施
し進路決定に向けた

Ｂ 
 

・拡大サポート会議や進

路相談を実施し、進路希

望の把握を行い、施設見

学の充実を図った。今後

は進路情報の収集や実習



 の実施 う。 方向性を本人、保護
者、関係機関と共有
する。 
・進路希望に応じた
現場実習先の開拓を
関係機関とも連携し
ながら進める。 

先の開拓をさらに進め

る。 
・３年生の進路決定に向
けて相談支援員をはじめ
として関係機関と連携し
ながら実習先開拓や進路
相談を行ことができた。 

小中高を通
した進路指
導の充実 

保護者を含め小学
部段階からの進路
に対する意識を高
める。 

・小学部から高等部
までの長期にわたる
学びの記録を蓄積す
ることで、将来の生
き方や進路について
具体的に考え、自分
の適性や将来の可能
性について見通しを
持つことができるよ
うに、キャリアパス
ポートの見直しを行
う。 
・卒業後全般の生活
について知ることが
できるよう、卒業生
保護者を招いての意
見交換会の場を設け
る。 

Ｂ ・各学部で進路学習を図
った。高等部の実習報告
会への参加や先輩への質
問など、学部をまたいだ
取り組みができた。キャ
リアパスポートについて
は、成長の記録も含めて
まとめることができた。 
・保護者会の意見交換会
は卒業生の保護者を招い
て行うことができた。活
発な意見が出され充実し
た会となった。 
・学校評価（保護者アン
ケート）では、進路に関
する情報提供等について
「あまり思わない」との
回答が１３％だった。今
後は、情報提供の方法等
について改善を図る。 

生徒 
(生活) 
指導 

校内教育
相談体制
の整備 
 
 

校内教育相
談への組織
的な対応 

学部だけでの対応
にとどまらず、必
要に応じて校内支
援委員会の開催な
ど学校全体での対
応を積極的に検討
する。 

・多くの視点で課題
を検討するための話
し合いを行う。 
・SC 活用実施要項
を職員に周知し、SC
事業の適切な理解と
運用を図る。 

Ａ ・SC 活用要項を定め職員
に周知し、適切な運用を
図る中で、本校での SC
活用に関する体制を整え
ることができた。 

交流及び
共同学習
並びに居
住地校交
流の推進 
 
 
 

障がい者理
解を促進す
るための交
流及び共同
学習並びに
居住地校交
流の推進 

障がい者理解を促
進できるような内
容の選定及び相手
校の設定を行う。 

・事前打ち合わせを
入念に行い、実践的
な活動等内容の工夫
をし、事前事後学習
を丁寧に行うこと
で、充実した取組と
なるようにする。 
・高等学校との交流
の機会を増やし、内
容の充実を図る。 

Ｂ ・クラスルームを活用す
るなど事前打ち合わせを
充実させることで、児童
生徒主体の交流を行うこ
とができた。また、共同
学習に重きをおいた内容
で実施することができ
た。 
・高等学校の交流先の拡
大は日程的に厳しく、現
行の交流先との活動の充
実を図った。 

児童生徒
会活動の
充実 
 

児童生徒主
体の児童生
徒会活動 

行事や委員会活動
において、児童生
徒の活動の充実を
図り、学校の一体
感や自治的風土を
醸成する。 

・月に 1 回、全校委
員会の時間を設け、
児童生徒が企画運営
を行う。 
・行事では、児童生
徒が主体となるよ
う、司会等の役割を
用意する。 

Ａ ・全校委員会では、児童
生徒主体の活動を行うこ
とができた。 
・運動会等の学校行事に
おいても、児童生徒実行
委員が中心となった活動
にすることができた。 
・学校の一体感や児童生
徒の成長を感じることが
できた。 

人権教
育の推
進 

自尊心を
育み、相
手を思い
やる豊か
な心の育
成 
 

自分らしさ
を大切に
し、互いの
良さを認め
合うことが
できる心の
育成 

一人一人が持てる
力を発揮して活動
に取り組む中で、
自分の役割を果た
したり、互いに協
力したりすること
ができる。 

・６月「心の絆を深
める月間」と１２月
「人権週間」を中心
に、年２回学部ごと
に児童生徒の実態に
応じた授業実践を行
う。また、児童生徒
会活動や交流学習等

Ａ ・授業実践は児童生徒の
実態に応じて自分らしさ
を大切にした互いの良さ
を認め合う心を育てるこ
とができた。 
・児童生徒会活動では全
校委員会を児童生徒会が
主体となって行い、互い



で様々な人と関わる
機会を設け、自分の
ことや友達のことを
知り、お互いの個性
を尊重し合える学習
を設定する。 

の良さや頑張りを知る機
会となった。 

命を大切
にする心
を育む指
導 
 
 

生きること
を喜び、生
命を大切に
する心の育
成 

自分も他者も、そ
れぞれが大切な存
在であることに気
づき、毎日楽しく
前向きに生活して
いこうとする意識
を高める。 

・学部毎に児童生徒
の実態に応じた日常
的な指導を行う。ま
た、ポスター標語等
の作品展示による啓
発活動を行う。 

Ｂ ・朝の会や帰りの会で児
童生徒同士が互いに声を
かけあい、多くの児童生
徒が毎日楽しく前向きに
生活していくことができ
た。 

いじめ
の防止
等 

いじめの
早期発見
・未然防
止に向け
た取組の
充実 
 

いじめの早
期発見及び
未然防止の
取組 

児童生徒の状況を
把握できるよう、
各学期１回以上の
アンケートを実施
する。 

・「いじめ・なやみ
についてのアンケー
ト（各学期）」「心
のアンケート（１２
月）」を実施する。 

Ａ ・学期ごとにアンケート
を行い、児童生徒の思い
を聞き取り、いじめの未
然防止につなげることが
できた。 

いじめを許
さない学校
風土の醸成 

児童生徒主体で、
いじめ防止に関す
る取組を実施す
る。 

・いじめ防止に向け
た啓発活動や集会
（年２回）を実施す
る。 

Ａ ・いじめ防止集会を行
い、それぞれがいじめを
防止する標語等を発表し
た。いじめを許さない意
識を高めることができ
た。 

いじめ防
止への職
員の意識
向上 
 

いじめに関
する正しい
認識を基に
した適切か
つ迅速な組
織的対応 

児童生徒理解を深
めるとともに、い
じめに関する正し
い知識や対応につ
いて理解を深め
る。 

・年２回、いじめ防
止に関する職員研修
を実施する。 
 

Ａ ・いじめ防止研修を通し
て、正しい知識や対応を
確認した。外部専門家に
よる講習会を開き、知的
障がいのある児童生徒の
いじめ対応について、理
解を深めることができ
た。 

地域 
支援 

特別支援
教育に関
する理解
を促す積
極的情報
発信 
 

宇城地域特
別支援連携
協議会及び
宇城地域の
教育委員会
との連携 

宇城地域特別支援
連携協議会及び宇
城地域の各教育委
員会からの要請
に、CO を中心に
学部主事等学校全
体で連携して応え
ていく。 

・特別支援教育コー
ディネーター、学部
主事等で地域の課題
等を共有し、共通理
解のもと外部への発
言を行う。 
・必要に応じて地域
の教育委員会と課題
等を共有する。 

Ｂ ・ミーティングで地域の
特別支援教育に関する現
状や特別支援連携協議会
等の課題について共有を
図り、関係機関の要請に
応じた対応について検討
し、課題解決に向けた対
応につなげることができ
た。 

地域の特
別支援教
育の推進 
 

積極的な巡
回相談の実
施 

各教育委員会と連
携を図りながら、
各校（園）への働
きかけを行う。 

・継続して関わるた
めに訪問後の連絡、
聞き取りに努める。 
・巡回相談員会議
で、現状や課題を共
有する。それらは宇
城地域連携協議会に
繋げ、圏域全体での
特別支援教育に対す
る理解を促進する。 

Ｂ ・巡回相談の要請に積極

的に応じ、巡回相談員会

議で現状を共有した。 
・巡回相談の依頼の手順
などに関して理解できて
いない学校もあった。今
後、宇城地域連携協議会
を通じて、具体的な手順
などを各教育委員会に周
知する必要がある。 

地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

学校の取
組の情報
発信 

学校ホーム
ページ及び
学校公式 SN
S による情
報発信 

学校公式 SNS を
開設し、ホームペ
ージと共に活用し
ながら積極的に学
校の取組を発信す
る。 

・学校ホームページ
を計画的に更新する
とともに、学校公式
SNS の開設及び運用
に向けて各方面から
情報収集を行う。 

Ｂ ・分掌部内で計画を立
て、ホームページの更新
をすることができた。 
・学校公式 SNS について
は各学部、寄宿舎、事務
部及び関係学校等から聞
き取り行い協議を重ね、
個人情報の取扱い等から
開設には至らなかった。 

地域と連
携した学
校課題の
解決 

学校運営協
議会での学
校課題の検
討 

学校の取組や課題
等を地域や行政・
福祉等の関係者の
方々と協議するこ

・様々な意見をもら
うことができるよう
に、学校の現状や課
題について分かりや

Ｂ ・授業参観や学校説明を
踏まえて協議を行い、本
校の強みや課題について
多くの意見をもらうこと



とで解決の方向性
を探る。 

すく説明する。 
・防災や共生社会の
形成に向けての取組
の方向性について、
学校、地域、行政の
役割の確認を行う。 

ができた。 
・課題解決に向けた具体
策について十分に協議が
できるよう、協議の柱を
絞った運営が必要であ
る。 

保健安
全指導 

防災教育
の充実と
体制の整
備 

「危機管理
マニュアル
集」の点検 

「危機管理マニュ
アル集」をＰＤＣ
Ａサイクルに基づ
いて改善・更新す
る。 

・各種避難訓練を実
施後、危機管理マニ
ュアル集の改善・更
新につなげる。 

Ａ ・体調急変・緊急時マニ
ュアルについて、各学部
や関係者で話し合いを重
ね、職員が動きやすいよ
うに改訂することができ
た。また、昨今の天気の
急変に備えて、年度途中
に落雷事故防止マニュア
ルを作成し、マニュアル
集に追加した。 

防災教育の
充実 

保護者や地域関係
者と協力しながら
学校としての防災
意識を高める。 

・避難訓練の事前事
後指導を各学部、学
級単位で実施する。 
・「まつし防災の
日」を企画し、実施
する。 

Ａ ・各学部、学級単位で取
り組み充実した学習を実
施できた。また、消防や
近隣の小学校と連携を図
った避難訓練の実施がで
きた。 

防災取組体
制の整備 

本校の防災に関わ
る業務について、
教育、管理、連携
を観点として充実
する。 

・コア・ミーティン
グを通して、共通理
解を図りながら、整
備していく。 

Ｂ ・本校の防災上の課題等
を確認できた。 
・課題解決に向けては、
今後も行政に継続的に修
繕要望等をしていく。 

安全な医
療的ケア
の実施 

外部機関や
保護者との
連携の基、
実施要項に
基づいた円
滑な実施 

保護者や外部機関
との連携を密に
し、協力を得なが
ら、医療的ケアを
必要とする児童生
徒が、健康に学校
生活を送ることが
できるようにす
る。 

・担任・保護者・看護
師で情報交換を密に
行い、健康状態の把
握に努める。 
・校内の連絡会等で
課題の共有を行い、
必要時は校内体制の
見直しを行う。 
・松橋西支援学校と
の拡大ほほえみ連絡
会の開催方法につい
て検討し、実施す
る。 

Ｂ ・登下校時を中心に、健
康状態を関係者で把握す
ることができた。 
・各学部会だけでなく、
校内・拡大ほほえみ連絡
会でも広く意見やアドバ
イスをいただくことがで
きた。 
・オンラインで開催する
ことで２校同時に参加で
き、滞りなく会を実施で
きた。 

情報教

育 

ＩＣＴを

取り入れ

た授業の

充実 

積極的なＩ
ＣＴ活用に
よる学習支
援の工夫 

ＩＣＴ機器を活用
した授業実践、及
びＩＣＴ機器の有
効的な活用につい
て情報共有を図
る。 

・ＩＣＴ機器基本操
作に関する研修を実
施する。 
・校内のＩＣＴ機器
等を整備し、使用方
法等について周知す
る。 

Ａ ・Google スライドや KM
E、動画編集についての
校内研修を行った。ま
た、パソコン室内の機器
を整理し、機器の紹介ス
ライドの作成・周知を行
ったことで、授業で生徒
と動画編集をするなどの
ICT 機器を活用した事例
も多く出てきた。 

寄宿舎

指導 

安全・安

心な寄宿

舎生活の

充実 

安心して生
活できる環
境づくり 

安全教育、健康教
育をそれぞれ年に
３回実施する。 

・保健安全部、生活
部が立案し、学期に
１回取り組む。 

Ｂ ・安全教育は、有事の際
を想定し、緊張感を持っ
て取り組むことができ
た。 
・健康教育は、計画通り
に実施できた。 
・各種マニュアルについ
て見直しを行った。ま
た、有事の際を想定した
シミュレーションを重ね
て行ったことで、各自の
対応力の向上につながっ
た。 

毎日が楽し
いと思える

定期的に年間行事
（季節の行事、誕

・男子棟、女子棟の
共働に努め、生活部

Ａ ・係を中心に、月に１回
の誕生会や七夕飾り等の



寄宿舎づく
り 

生会、レクリエー
ション等）を実施
する。 

を中心に月に１回寄
宿舎全体で取り組
む。 
・買い物体験、ボッ
チャ大会等の企画を
立案する。 

季節行事、新たにハロウ
ィンパーティー、スタン
プラリーを計画し実施し
た。寄宿舎全体で取り組
むことで、一体感を高め
ることができた。 
・校内に寄宿舎掲示板を
設けたことで、生活の様
子や取組の様子を紹介す
ることができた。 

仲間ととも
に協力し生
活を送る中
で、お互い
の良さを認
め合う楽し
い寄宿舎づ
くり 

年間に３回以上、
人権教育を実施す
るとともに、当番
活動を通して仲間
意識の醸成に努め
る。 

・研修情報部が立案
し、学期に１回寄宿
舎全体で取り組む。 
 

Ａ ・年間５回の人権教育を
実施した。 
・児童生徒は、これまで
以上に、お互いを気遣っ
たり、助け合ったりする
ようになった。 

 

４ 学校関係者評価 

学校評価アンケートから（回答数 保護者：30人/34人、職員：64人/67人）  
・全体として、教育活動への評価は昨年度に引き続き高い水準にある。一方で、進路指導や環境整備に
おいては、課題があることが明らかになった。 
【成果】 
・「児童生徒が楽しんで学校に通っている」との回答は、職員98.4%、保護者90.0%と高い数値を維持し
ている。特に「個別の指導計画の活用」（保護者93.3%／昨年度比+4.0pt）や「個に応じた指導」（保護
者96.7%／+0.3pt）、「ICTの活用」（保護者90.0%／+0.7pt）など、日々の授業や支援に関する項目では
昨年度を上回る評価となった。 
・特に、今年度の「創立60周年記念行事」や「きらり祭」は、児童生徒の成長と地域・保護者との連携
を深める機会として、高く評価された。 
【課題】 
・「進路に関する情報提供」について、職員の自己評価は92.2%（+7.3pt）と向上したものの、保護者の
評価は76.6%（-19.8pt）と低下した。 
・「校舎内外の環境整備」については、保護者評価は83.3%（-9.5pt）と低下している。 
・「働き方改革」への肯定的な回答は79.7%（+2.4）であり、業務の偏りや、大きな行事に際しての疲労
の蓄積が挙げられた。 
【今後に向けて】 
・引き続き、児童生徒一人一人に寄り添った丁寧な指導を行い、教育活動の充実を図っていく。 
・進路情報については、小学部段階からの情報発信に努めると共に、保護者との個別懇談等の際にも話
題にし、児童生徒の将来を見据えた教育活動をしていく。 
・老朽化対策や安全確保については、引き続き関係機関と連携し、改善を図っていく。 
・教職員の「働き方改革」に関しては、業務の偏りを是正するため業務分担を調整し、教職員が心身と
もに健康で、児童生徒と向き合う時間を十分に確保できる体制づくりを推進していく。 

 

５ 総合評価 
【主な成果】 
・「働き方改革と組織運営」：ICT（Google Chat等）の活用による情報共有の効率化が進み、教職員の
業務時間が大幅に短縮（月平均85時間の削減事例あり）できたことで、児童生徒と向き合う時間の確保
につながった。 また、コア・ミーティングの実施により、職員の意見を反映した課題解決につなげるこ
とができた。 
・「児童生徒主体の活動」：創立60周年記念行事や「きらり祭」、児童生徒会活動において、子どもた
ちが主体的に役割を果たす姿が見られ、保護者・教職員双方から高い満足度（「楽しく登校している」
保護者90%以上）を得ることができた。  
・「自立活動の専門性向上」：3年計画の最終年として、実態把握に基づく根拠ある目標設定のマニュア
ル化が進み、特別支援教育の質の担保を図ることができた。 
【課題】 
・「進路に関する情報提供」：教職員側の自己評価に対し、保護者の「進路に関する情報提供」への評
価が低下（76.6%）している。小学部段階からの丁寧な情報発信と、個別懇談等を活用した進路に関する
意識向上を図る取組が必要である。 
・「環境整備と安全確保」：校舎の老朽化対策について保護者の懸念が見られる。今後も行政への働き
かけを継続するとともに、地域や学校運営協議会とも連携して安全な教育環境の維持が必要である。  
・「地域連携」：共生社会の実現に向け、交流及び共同学習を推進していくとともに、地域との交流に
ついても継続した取組が大切である。地域の特別支援教育の推進をする拠点校としての役割をさらに強
化していく必要がある。 



 

６ 次年度への課題・改善方策 
〇保護者とのニーズの共有と進路指導の充実 
【課題】進路に関する保護者評価が低下しており、学校側との認識の乖離が見られる。 
【改善方策】高等部だけでなく、小学部・中学部段階から卒業後の生活を見据えた情報提供（卒業生保
護者の講話や施設見学の早期案内等）を強化する。また、個別懇談において「キャリアパスポート」を
より積極的に活用し、将来の可能性について家庭との共通理解を深める。 
〇ICT活用の質的向上と情報発信の最適化 
【課題】ICTによる業務効率化は進んだが、情報過多による把握不足に課題が残った。 
【改善方策】共有ツール（Google Chat等）の運用ルールを再整備し、情報の精査・整理を行う。 
〇地域と共にある安全で安心な学校づくりの推進 
【課題】校舎の老朽化対策や共生社会の構築に向けた交流及び共同学習の更なる推進が必要である。 
【改善方策】施設の修繕等については、継続的に行政へ働きかける。交流及び共同学習においては、共
同学習に重きを置いた内容となるように、交流相手校との目的の共有や活動内容について丁寧に打ち合
わせ等を行い実施する。 

  


